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様式１ 

④  共通観点２（共通の成果指標と達成目標）概念図【１ページ】 
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様式３ 

１．国際化関連 （５） 教務システムの国際通用性 

②ＧＰＡ導入状況【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 国際化推進の側面から、GPA 制度の導入が不可欠との認識に基づき、全学で統一した GPA の算出

方法を定めて、平成 22 年度入学者から適用を開始している。興味関心を持つ科目でありながら GPA

の値低下を意識して履修を躊躇することを防ぐために、卒業要件として算入する単位のみを GPA 算

出の対象としている。 

また、学習院大学・学習院女子大学・日本女子大学・立教大学・早稲田大学の 5大学は、幅広い

学修機会提供のために学部レベルでの本格的な単位互換制度 f-Campus を展開しており、このよう

な単位互換制度で取得した卒業要件として算入する単位については GPA 算出の対象としている。 

 GPA の活用方法は各学部・研究科により異なるが、進級制度を用いている学部における進級判定、

ゼミの受講者選考、早期卒業の判定、奨学金選考、海外留学の選考、大学院への内部進学者選考、

表彰学生や卒業生代表者の選考、問題を抱えた学生への個別指導の材料として使用している。 

 GPA 制度導入の検討と併行して、FD 推進委員会において、各学部・研究科の成績評価基準及び成

績分布状況を検証しながら成績評価のあり方について検討を行ってきた。国際通用性並びに学内の

成績評価の公平性と客観性の確保を念頭において、学部教育における成績評価基準の申し合わせを

行い、平成 26 年度から適用を開始している。 

【本構想における取組】 

〇成績評価の検証と GPA の活用 

 Waseda Vision 150 により設置した大学総合研究センターの高等教育研究部門において、IR

（Institutional Research）機能の整備を行う。IR 機能の強化に伴い、カリキュラムにおける科目

の位置付けの体系化や、教育方法のさらなる工夫につながるように、単位の重みを反映した実質的

な学修の指標となる GPA のさらなる活用について検討を進める。また、公正で適切な成績評価を行

うために、GPA や成績評価基準の運用状況について検証を継続して行う。 

○科目選択のミスマッチ解消 

○学生の学習意欲の喚起と学生の主体的な学習設計への GPA 活用 

個々の学生への学習意欲を喚起し、学生自身が主体的に学習設計を行う姿勢を醸成するため GPA

を活用する。後述する学生への多面的な学習指導の体制とあわせ、学生の主体的な学びを大学とし

て支援する。 

 GPA の算出には不合格科目を含めるが、その Grade Point(GP)は 0 であるため、これまで以上に

不合格科目の重要性が増すことになる。一方、シラバス記載の文字情報のみで科目選択をすること

には限界があり、初回の授業を受講した後に科目の取消・追加を行う学生も少なくない。学生の科

目選択のミスマッチを最小化するため、シラバスと連携した「講義動画」を科目選択の情報として

提供する。 

〇コース・ナンバリングと GPGPA の連携 

全ての学部・研究科に平成 27 年度から導入予定であるコース・ナンバリング制度によって付番

されるコース・コードとまたは、科目ごとの GP の平均値 GPA などを算出し、公正で適切な成績評

価を行うための指標として活用していく。成績証明書に掲載することで、成績評価を客観的に俯瞰

できるようにするとともに、より高い目標に向かう学習意欲に結び付けていく。 

〇学生指導及び学生の自己評価への活用 

GPA を奨学金採用、交換留学生派遣の選考等、学生の学習意欲を喚起することに活用するだけで

なく、学生を指導する立場の者が、学期ごとの GPA の推移をモニターすることで、学生の変化を早

期に発見し、きめ細かな指導をできるようにする。学生の成績通知書を保証人に送付することによ

り、多面的な学生指導が行える体制を整えていく。またこれらの取り組みにより、学生が自己評価
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し、改善の見通しや達成動機を生み出す指標として活用していく。 

〇文武両道を目指す早稲田アスリートプログラム（WAP）始動 

早稲田スポーツが目指すところは、文武両道を実践し、社会の様々な分野でリーダーとして活躍

できる人材を世に送り出すことにある。WAP は、体育各部部員（44 部・約 2,400 人）を対象に、組

織的かつ統合的な教育プログラムを提供し、社会性と豊かな人間性を備えた人格の形成を図る。ま

た、GPA などの指標を活用して、各学期末の学業成績が基準に達しない学生に対し指導を行い、成

績不良に陥ることを未然に防ぐ。同時に、「アカデミックアドバイザー」が個別に学修をサポート

する。 
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様式３ 

２．ガバナンス改革関連 （１） 人事システム 

①年俸制の導入【１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    各年度５月 1 日の数値を記入 

 平成２５年度 平成２８年度 平成３１年度 平成３５年度 

年俸制適用者（教員）数（Ａ） 99 人 199 人 567 人 791 人 

全専任教員数（Ｂ） 1,679 人 1,699 人 1,780 人 1,840 人 

割  合（Ａ／Ｂ） 5.9 ％ 11.7 ％ 31.9 ％ 43.0 ％ 

年俸制適用者（職員）数（Ｃ） 193 人 300 人 300 人 300 人 

全専任職員数（Ｄ） 1,125 人 1,125 人 1,125 人 1,125 人 

割  合（Ｃ／Ｄ） 17.2 ％ 26.7 ％ 26.7 ％ 26.7 ％ 
 

【これまでの取組】 

本学では専任教員の内、有期雇用の専任研究員については、平成 21 年度から複数の給与線を設

定し、職務内容及び研究業績・能力等を評価して採用あるいは再雇用するという実質的な年俸制を

運用し、平成 25 年度では 99 人がこれに該当している。それ以外の専任教員については、理事会に

おいて、①活動状況を評価する人事制度の導入、②柔軟な給与システムの導入、③ジョイントアポ

イントメント制度等、柔軟な人事制度の導入、④国籍、性別等に関わらない多様な人材の確保、と

いう趣旨の教員人事諸制度改革の方針を確認している。 

一方、専任職員については、優秀な人材の採用、採用後の公平性、本人のモチベーション向上に

つなげるため、平成 23 年 4 月以降採用の嘱託職員から年齢に応じた給与体系を見直し、職務内容、

役割・責任、必要とする能力や技能に応じた 6段階の給与額に基づく実質的な年俸制を導入した。

平成 25 年度では、193 人がこれに該当している。 

【本構想における取組】 

○専任教員の年俸制導入について 

 教員種別ごとに以下の通りに計画し、平成 35 年度での年俸制適用者割合 43.0％の達成を目指す。 

① 有期雇用である専任教員（任期付教員・常勤研究員）・助手・研究助手）の現行給与制度に、

評価による給与決定のメカニズムを組み込んだ年俸制度を平成 27 年 4 月から導入し、その対

象者は制度導入以降の新規採用者とする。 

② 無期雇用の専任教員については平成 29 年度 4月導入を目標に、年俸制導入に向けた検討を行

い、対象者は制度導入以降の新規採用者及び既雇用者の内の希望者とする。海外からの招聘

教員採用を促進するために、年俸制の柔軟な適用をはかる。また、無期雇用の教員を含めす

べての教員を対象に、ティーチングアワード褒賞制度等、研究、教育活動に対する評価およ

び褒賞制度を設ける。 

③ ジョイントアポイントメント制度を平成 27 年 4 月に導入する。 

なお、本構想において海外トップ大学と連携し、全学で研究力のベースアップを牽引する教育・

研究モデル拠点である六つの拠点の研究者受入れに当たっては上記③の制度も利用しながら、上記

①に関し段階的に全て平成 27 年度から年俸制での雇用とし、これを契機に全学における制度定着

を図っていく。専任教員については、検討をした上で、制度導入以降の新規採用者から順次適用し

ていく。 

○専任職員の年俸制導入について 

現在約 300 人いる嘱託職員の内、年齢給を適用している 99 人の嘱託職員を平成 28 年度までに順

次、年俸制へ変えていく。 

また、職級・職位・担当業務ごとに必要な能力・技能・知識等を体系的に明示した「職員業務ス

キル基準表」を活用し、一般職については「行動考課」「成果考課」による評価を、管理職につい

ては「業績考課」「能力・役割評価」による人事評価を客観的に行い、その結果を昇格・昇給等の
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処遇に反映させてきている。今後は、年功序列的要素を排し、役割・職責・成果等を適切に評価し、

高い業績を上げた職員に報いるための新たなインセンティブ制度の導入を目指して、実行してい

く。 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （３） 柔軟かつ多様なアカデミック・パス 

①柔軟な転学科・転学部、Late Specialization 等【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 本学では、転学部制度を設けており、実際に興味・関心が動いた学生に対応できる制度を整備し

ている。申請時に成績証明書を提出させることにより、必修となっている語学科目などは単位振替

を実施しており、希望者が所定の年限で卒業・修了できる配慮がなされている。 

 一方で、転学部や転学科をせずに、自らの興味・関心を追及できる制度も整備している。 

教育学部では平成 12 年度 4月に、従来の学科・専修単位の教育体制を維持しながら、今日的諸課

題に対応して学際的で総合的な科目選択ができる柔軟なコース（学際コース）を設置した。基幹理

工学部では入学時に専攻を絞らない「学系別入学試験」を開設時から実施しており、1年間共通の

カリキュラムを経て自らの志望する学科を選択する制度となっている。同様に文化構想学部及び文

学部においても、1年時の基礎教育を経て、2年次にコースや論系を選択する制度としている。さ

らに、大学入学後、早期に自らの興味・関心を広げ、本当に取り組みたいテーマを見つけるべくグ

ローバルエデュケーションセンターに全学共通科目として「テーマカレッジ」を設置し、26 のテー

マに基づき、全学の学生が履修できる体制を構築してきた。 

全学的に開かれた組織であるグローバルエデュケーションセンターでは、学生の所属学部・研究

科の専攻に関わらず、それぞれの「学修動機」や「キャリアプラン」に基づき、特定のテーマを追

求できる制度として平成 19 年度より「全学共通副専攻制度」を設けている。学修過程で異分野を

専門とする学生が新たに出会う刺激や学び合いにより、学生たちの視野や人脈が自然に広がってい

くことに大きな特長がある。平成 19 年度に 17 人であった修了者も平成 25 年度は 208 人と増加し

ている。 

【本構想における取組】 

○所属学部、学科の変更を可能にするアカデミック・パス 

 入学後に学部、学科、専修を変更できる制度について、変更先として希望がある学部については

引き続き継続していく。 

○入学後に専門分野に応じて所属学科、専修、コースを定めていくことを可能にするアカデミッ

ク・パス 

 入学時学年では、所属学部に関する幅広い学問分野に触れ、2年次より自身の専門分野を決めて

いく進級制度について、実施している学部では引き続き継続していく。また、同じく学年進行とと

もにコース等、自身の専門分野を定めていく制度についても継続して実施する。 

○所属を変更せずとも自身の専門分野を追加あるいは俯瞰していくことを可能にするアカデミッ

ク・パス 

全学的な取り組みとして、これまでの制度は保持しつつ、「テーマカレッジ」を発展的に「全学

共通副専攻」に収斂していく。グローバルエデュケーションセンターで展開する「全学共通副専攻」

では「平和」、「地域」、「環境資源」などの学際的で総合的な科目のみならず、「医学」、「薬学」、「農

学」など本学に設置されていない領域の科目を「学際的副専攻」として体系的に設置する。卒業時

には「ダブルメジャー」への発展として修了証が発行され、その後のキャリアプランにつなげる仕

組みづくりも合わせて実施する。加えて、各学部で提供する副専攻を実施して、サブメジャー制度

についても継続して拡充していく。 

また、科目ナンバリングを用いて体系化した学部の専門科目を「全学オープン科目」として、学

生自身が所属している学部・研究科以外の科目を履修することで、一定の要件院より副専攻と認め

る制度を導入し、またそれらを「副学位」として認定することも検討する。 

多様なアカデミック・パスとして、社会人の学び直しについて、「オープンカレッジ」として学

修者のキャリアアップとライフステージに沿った体系化されたプログラムサイクルとして再構築

し、50,000人の受講生を目指す。平成26年度には「早稲田大学中野国際コミュニティプラザ」を設

置し、エクステンションセンター中野校を新たに展開していく。 
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また、ビジネス教育の分野において、企業の役員・役員候補を対象に、トップマネジメントとし

て求められる高度な経営管理能力の開発を目的とした短期集中の「エグゼクティブプログラム」、

経営を担うマネジメントクラスの人材を対象に、激変するグローバル競争や国内の構造変化に対応

できる企業幹部の養成を目的とした短期集中の「トップマネジメント研修」などを実施し、こうし

たノウハウが学位を授受するMBAプログラムに反映される仕組みを構築してきたが、今後もこの循

環型教育システムの強化を図る。 

また、地域の企業経営者や地域リーダーを対象とした人材育成セミナーを自治体と連携して行

い、これまで大学が培ってきた教育のノウハウやコンテンツを企業の人材育成、女性のキャリア開

発、シニア世代のスキルアップに適用し、大学のキャンパスのみならず企業や地域を「教室」とし

て、社会人と学生が共に学ぶ学習空間の創出を目指す。 

その他、海外大学とのダブルディグリープログラムを拡充していく。 
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様式３ 

３．教育の改革的取組関連 （３） 柔軟かつ多様なアカデミック・パス 

②早期卒業・入学、５年一貫制課程等【１ページ以内】 

【これまでの取組】 

 早期卒業制度については、学則に「所定の単位を優れた成績で修得したと各教授会が認めた場合

に限り、3年以上在学すれば足りるものとする」と規定しており、質を保証しながらも、早期卒業

を妨げていない。また、大学院においても同様の規程を設けている。 

 国際教養学部では、全ての授業を英語で行い、1年間の留学を必修にしていることから海外大学

への大学院進学者が多い。欧米の大学は 9月に新年度が始まるため、4月入学の成績優秀者は 3.5

年卒業制度を利用し、空白期間なしに欧米大学に進学している。 

 先進理工学研究科では、博士課程教育リーディングプログラム採択を契機に、5年一貫制博士課

程である「先進理工学専攻」を平成 26 年度に設置した。 

創造理工学研究科及び基幹理工学研究科においても、新たな博士課程教育リーディングプログラ

ム採択を契機に、5年一貫制博士プログラムを設置した。プログラムはコースカリキュラムを設定

し、どの専攻に所属していても参加できる仕組みとなっており、研究科横断型でのプログラムを特

色としている。 

 5 年一貫制博士課程プログラムを設けることにより、複数の課題が複雑に絡むグローバルイシュ

ーの解決に資する力を身に付け、科学技術に関する卓越した専門能力、国際的な舞台でリーダーと

して活躍できる広い視野と実行力を持った博士人材を育成している。 

 政治学研究科と経済学研究科においても、平成 25 年度よりコースワークを主とする 5年一貫制

博士プログラムを開始した。両研究科の一体的組織運営のもと、体系的な研究者養成及び高度専門

職業人育成を目指している。 

【本構想における取組】 

極めて優秀な学部生に対して主に国内外の大学院進学を目的とした3年または3.5年で卒業を可

能とする早期卒業制度について、学部のカリキュラム編成上、制度が有意と判断した学部は引き続

き継続していく。 

全学横断型の教育プログラムとして、特定の優秀な学生を対象とした「オナーズプログラム」の

設置を検討している。リーダーシップや専門性の両面で高いポテンシャルと志を持つ学生に対し

て、海外有力協定大学への留学プログラムを織込んだ学部 4年・修士 1年の 5年一貫教育プログラ

ムを提供し、4年間の学部教育では達成困難な高い次元での教育を行い、社会をリードする人材を

輩出することを目指す。 

5 年一貫制博士プログラムについては、新たに、文学研究科、及び社会科学研究科において数年

内での導入を計画している。 

5 年一貫制博士プログラムについては、博士課程教育リーディングプログラム事業のもと理工学

術院（2つの研究科）で既に実施している。 

 政治経済学部・政治学研究科・経済学研究科においては、学部 3年・修士 1年・博士 2年間の学

部入学後 6年で博士学位取得を目指す 6年一貫教育をオナーズプログラムとして平成 26 年度より

開始する。また、修士課程から入学してくる優秀な他大学の学部出身者に対して大学院早期修了モ

デルとしての修士・博士 3年一貫教育プログラムも開始する。 

商学部・商学研究科（商学専攻）においては、成績優秀者を対象とした学部・修士 5年一貫修了

制度を平成 27 年度より開始する。この制度で特筆すべきは、学部段階で 1年間の海外留学を経験

した学生に対しても成績が優秀であれば適用されることである。学部段階で留学をすることで卒業

が 1年遅くなり就職に不利になるといったマイナスのイメージに対して、5年での修士学位取得と

いう付加価値を付けることで、優秀な学生の留学と大学院進学の二つの効果を見込んでいる。 

学部を含めた一貫修了制度は、優秀な学部卒業生の大学院への進学支援を行うことで、学生個人

に有益であるばかりでなく、大学院の研究・教育のレベルアップをも図ることができる。 
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また、積み上げ式カリキュラムの構成上、学部での留学が困難な理工系学部においては、修士課

程の中で留学を組み込んだ上での学部・修士一貫教育プログラムを実施する。 

国際共同プログラム（GLFP）を引き継ぎ、全学横断型の教育プログラムとして、特定の優秀な学

生を対象とした「オナーズプログラム」の設置を検討している。リーダーシップや専門性の両面で

高いポテンシャルと志を持つ学生に対して、海外有力協定大学への留学プログラムを織込んだ学部

4年・修士 1年の 5年一貫教育プログラムを提供し、4年間の学部教育では達成困難な高い次元で

の教育を行い、社会をリードする人材を輩出することを目指す。 

 

 


